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研究成果の概要： 

ネットワークを介して求人・求職双方の情報が完全であるような非市場的取引から、規模が

大きく匿名性のある市場取引へと移行するタイミングに焦点を当て、タイの個票データを利用

し、労働移動に関する重要な仮説への統計的推測を行った。特に都市・開発経済学の成果を取

り入れながら、求職・求人行動を分析の中心に据え、これら異なる分野を統一的に研究した。

分野横断的な研究によって、従来の労働経済の実証研究と比較して、新しい知見を得た。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
18 年度 1,900,000 0 1,900,000 

19 年度 600,000 0 600,000 

20 年度 700,000 210,000 910,000 

年度    

  年度    

総 計 3,200,000 210,000 3,410,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経済学・応用経済学 
キーワード：都市労働市場 ジョブ・サーチ理論 ミクロ実証分析 発展途上国 地域間労働

移動 労働市場政策 
 
１．研究開始当初の背景 
失業の要因として、景気循環的要因や衰退地
域（産業）から成長地域（産業）への労働移
動、および情報の偏在に伴う一時的摩擦に加
え、労働市場を構成する求人企業と求職者の
特性・戦略的行動から生じる構造的要因の重
要性が高まっている。同時にジョブ・マッチ
ングの質を高めるために必要とされる政策
プログラムの内容も変わりつつある。最近の
研究によって、ジョブ・マッチングの質は求
人方法と求職方法によって大きく異なり、市
場取引だけでなく、私的仲介者を通じた非市

場的取引がマッチングの質改善において大
きな役割を果たす可能性が指摘されている。 
 
２．研究の目的 
本研究では、労働市場における摩擦の程度、
摩擦の発生要因、摩擦の費用などに関する統
計的推測を深めることで、公共職業紹介制度
の整備が進まない発展途上国への政策的含
意を導出することを目的とした。 
 その際、農村と都市の所得格差が大きく、
人口分布と産業立地の、バンコクへの一極集
中化が著しいタイを事例として、考察を深め
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ることで、都市労働市場におけるジョブ･サ
ーチとジョブ･マッチングの構造を明らかに
する。 
前述の通り、ジョブ・マッチングの質は

求人方法と求職方法によって大きく異なり、
市場取引だけでなく、私的仲介者を通じた
非市場的取引がマッチングの質改善におい
て主たる役割を果たす可能性が理論的にも
実証的にも示唆されている。 
ジョブ・マッチングの質と私的なジョ

ブ・ネットワークの関係を描写する理論モ
デルを作成する。特にネットワークを介し
て求人・求職双方の情報が完全であるよう
な非市場的取引から、規模が大きく匿名性
のある市場取引へと移行するタイミングに
焦点を当てて、理論モデルを構築する。 

本研究によって明らかにされた都市労働
市場の構造は、発展途上国の労働市場政策の
帰結を予測、理解するのに役立つ。 
 
３．研究の方法 
労働者と企業がどのような経路を介して、お
互いに探索し、円滑な取引を進めているか、
ジョブ・サーチ理論を用いて、都市労働市場
構造を深く理解し、マイクロデータによる実
証研究を行う。 
 実証研究にあたって、タイ統計局が公開し
ている Thailand Labor Force Survey の個票
を利用し、綿密な実証分析の蓄積が望まれて
いた、発展途上国経済の労働移動に関する
様々な仮説への統計的推測とその吟味を行
う。 
 
４．研究成果 
 特に都市経済学・開発経済学の理論・実証
結果を取り入れながら、マイクロレベルの求
職・求人行動を分析の中心に据え、これら異
なる分野を統一的に研究した。 
 第一の成果として、英文雑誌論文にまとめ
られた労働経済学の成果がある。分野横断的
な研究によって、従来の労働経済の実証研究
と比較して、新しい知見を得た。それらは雑
誌論文 1 点（「雑誌論文」の①を参照）にま
とめられた。具体的には、「大都市に労働移
動することで労働者の生産性が高まる」とい
う移住学習仮説について、タイ労働力調査の
個票を用いて検証した。地域間労働移動にお
ける「自己選抜効果」と「移住学習効果」を
識別した結果として、潜在的に生産性の高い
労働者が大都市に向かって移動を行い、ジョ
ブ・マッチングが悪く生産性の低い労働者は
退出し、ジョブ・マッチングが良く生産性の
高い労働者は長期間にわたって大都市に生
き残る、という自然淘汰機能が働いているこ
とを実証的に明らかにした。さらに、質の高
いジョブ・マッチングを得た移住者は、大都
市に長期間滞在することによって賃金が上

昇する一方で、農村に新たに移住し、長期間
滞在したとしても、賃金上昇は大都市よりも
小さく、「移住学習効果」は大都市の方が大
きいことを明らかにした。 
 第二の成果として、英文雑誌論文にまとめ
られた経済地理学の成果（主な発表論文の②
を参照）がある。そこでは都市と農村など地
域間を結ぶインフラストラクチャーへの投
資と都市･農村の経済地理構造の関係が空間
経済学の中でも先端的な理論を用いて考察
された。特に、解明された空間構造は、発展
途上国の労働移動、資本移動の帰結を予測、
理解するのに役立つ。 
 第三の成果として、1997 年に突然発生し
たタイ金融危機によって、タイ国内労働市
場がどのように変貌したかを吟味する実証
研究を行った。金融危機による労働需要の
変化を通じた労働力の再配分過程に関する
理論的枠組みに基づき、どのような経路で、
若年労働市場に影響を与えたかが、実証的
に吟味された。具体的には、「金融危機に伴
う雇用の廃止は、企業特殊的な人的資本を
未だ蓄積していない若年労働者層を中心と
して行われ、市場による労働力の選別が進
んだ結果、雇用が廃止されていない熟年層
に比べ、金融危機後に労働供給を行ってい
る若年者は能力の高い層のみとなり、マク
ロ・レベルで見ると、みかけ上、経験年数
が賃金に与える効果が低下したように見え
る」市場選別仮説を検証した。結果として、
金融危機は若年労働者、その中でも特に新
規学卒者に最も大きな影響を与え、新規学
卒者の就業確率・賃金水準が金融危機前と
比べ、大きく低下したことが明らかになり、
金融危機後には、市場選別が強く働いてい
たことを実証的に示した。さらに、 金融危
機が終了した後でも、労働市場に入る際に受
けた負の効果が持続するかどうかを調べ、転
職が頻繁に行われるタイ労働市場においても、
「世代効果」の存在が確認されることを示した。
当該成果をまとめた研究論文は学会で公表
（「学会発表」の①を参照）され、現在投稿中
であり、審査を経て今後専門雑誌において公
刊されることが期待されている。 
 第四の成果として、大都市を中心に労働市
場が急速に形成・発達するタイで収集され
た求職方法に関する個票データを用いて、
市場を介さないジョブ・ネットワークが地
域に粘着的であり、求職方法選択にとって
重要であるという仮説を検証した。日本や
欧州諸国、米国に関しては、労働者の入職
経路の違いが雇用や賃金にどのような影響
を与えるかについて研究の蓄積が進む一方
で、タイのような成長著しい国の労働市場
に関して、実証研究は蓄積されていない。
統計的推測にあたっては、自らの市場能力
や既に有する私的ネットワークの大きさか



 

 

らは無関係に失業プールに入る「事業所閉
鎖」による失職者・求職者のみを用いた。
この自然実験により、私的ネットワークの
大きさが、求職方法として市場を介さない
私的ネットワークを用いるという意思決定
に与える効果を正しく推定した。実証研究
の結果、求職方法選択を規定するものは、
離職直前の職業や産業、居住地域の人口規
模であり、市場を介さない近隣の私的ネッ
トワークの大きさは求職方法選択には有意
に影響しないという結果が得られた。ただ
し、情報の非対称性に伴うコストが高いと
考えられる専門的職業に従事する求職者は、
私的ネットワークに強く依存して求職活動を行
っていることが明らかになった。分析結果から、
職業安定所や広告などの「市場を経由した
入職」と「社会的紐帯を経由した入職」と
を分離した上で入職経路選択を規定する変
数を知ることは、アジアを中心に整備の進
まない職業安定所のマッチング機能を充実
させる上でも重要であることが示唆された。 
当該成果をまとめた研究論文は現在投稿中で
あり、審査を経て今後専門雑誌において公刊
されることが期待されている。 
 第五の成果として、経済集積、企業内訓練、
企業間の労働移動の三者関係を議論した論
文がある。ここではこの三者関係がどのよう
な構造をしているかを明らかにすることで、
都市労働市場におけるジョブ･サーチ行動と
その背後にある労働需要の在り方について
理解を深めようとした。 
 特に企業内訓練は製造業において有効で
あるとされ、アジアの生産ネットワークの中
心に位置するタイの製造業（食品加工業、自
動車製造業及び関連部品製造業、パーソナル
コンピュータ組み立て、ハードディスクドラ
イブ製造）を対象に内生的 R&D・イノベーシ
ョンの発生要因としても重視されている。ジ
ョブ･サーチ行動と労働需要をつなぐ企業内
訓練を本格的にとりあげ、このミクロ的実態
を調べることによって経済集積とイノベー
ションの関連づけを初めて行ったことが新
しい。 
 論文の特徴としては、集積力がキャパシテ
ィ・ビルディングに与える負の側面、つまり
労働者の流動性が激しいクラスターでは企
業訓練が少なく、企業訓練の収益率が低いこ
とが見出され、労働市場構造に地理的視点と
ミクロレベルの企業内訓練の双方を追加す
ることによって新たな知見を得た。クラスタ
ー間に存在する訓練を通じたスキル蓄積の
差異は、労働市場における流動性をどれだけ
反映しているかという問いに答えることで、
大学・研究機関との連携とは異なる経路で経
済集積がイノベーションに影響を与えうる
ことを見出した。 
 本論文で得られた成果は、経済集積がジョ

ブ･マッチングを促し、労働市場に残る摩擦
を解消しながら事前の意味でジョブ･マッチ
ングの質を高めることを示唆している。しか
しながら、ジョブ･マッチングが形成され、
いったん企業の門をくぐり、企業内訓練が重
要な局面にあっては、経済集積それ自体が事
後的なジョブ･マッチングの質を妨げる可能
性があることが示唆された。この発見によっ
て、経済集積に関連する労働市場政策に新し
い視点が加わった。しかし、政策提言に直結
する成果を得たが、企業内訓練の収益率が産
業ごとに異なった場合、主たる実証結果がど
のように変更・解釈されるべきか、今後議論
が深められる必要がある。 
 最後の成果として、都市化とジョブ･サー
チを理解する新しい視点として都市におけ
る企業規模の決定要因に注目し、実証研究を
行った。都市化に伴う企業規模とジョブ・サ
ーチの関係は理論的にも未だ不明確である
ものの、都市労働市場におけるジョブ･サー
チ行動を理解する上で、求人や企業規模に注
目するというアプローチが有効であること
が示された。特に実証研究の成果は、社会経
済史学会で報告され（「学会発表」の②を参
照）、発展途上経済における労働市場と産業
組織の在り方に新たな視点を持ち込む研究
として評価された。 
 具体的には、次のような背景に基づき研究
を進めた。分析の枠組みとしては、「規模の
経済」と「集積の経済」という 2つの概念を
用いる。「集積の経済」は、市場規模の拡大
に伴って市場レベルで生じる収穫逓増を意
味し、ここでは特に生産者の地理的集中から
生まれる分業促進の効果を考えている。「規
模の経済」は、より大規模の後背地を持つ工
場がそれぞれの規模を拡大することによっ
て個別に生じる効果である。本報告では、個
別工場レベルの「規模の経済」と都市の市場
レベルの「集積の経済」を区別して分析する。 
本研究の意義は次の三点にある。 
第一に、産業組織論への貢献である。日本

の近代化経験を事例にして、個別工場規模の
決定要因を地理的視点から追究し、定量的に
評価する取り組みはこれまでほとんどなさ
れていなかった。工場規模の決定要因として
従来強調されていた産業特性を考慮しても
なお、生産者の地理的集中と後背地の人口規
模といった地理的要因が工場規模を規定す
る可能性の有無を検証した。この検証によっ
て、経済集積が産業組織に果たす含意につい
て、細部に立ち入って吟味することが可能と
なった。 
第二に、空間経済学･空間情報科学への貢

献である。全国規模で観察される産業立地の
集中度・推移が工場の成長・淘汰に与える効
果について、空間経済学の分野での理解は深
められていない。特に工場数が急激に増え、



 

 

工場あたりの職工規模が大きく低下し、各地
に工場集積が観察されるようになった 1904
年から 1921 年の時期に注目することで、こ
うしたダイナミックな立地環境変化が個別
工場の成長･淘汰と一体どのように関連しあ
っているかを詳しく調べることが可能とな
った。 

本研究の最後の意義は、開発経済学への貢
献である。現在、開発途上国を中心に都市化
が進み、今後も急速に国内人口の半数以上と
主要製造業の大部分が都市に立地すると予
測されている。現在の途上国における工業化
と経済集積の関係に対する精確な含意を得
るためにも、日本の近代化経験に対して、生
産者の地理的集中と後背地の人口規模増加
がどのような役割を果たしてきたかを考察
することは一定の意義があるだろう。また日
本の近代化経験に伴って、地理的要因がどの
ような変更を迫られたのかについて検証す
ることも、今後開発途上国が直面する都市化
の役割を評価する上で欠かせない。 

こうして観測可能な変数を用いて、都市
部への立地の有無と、周辺工場数が工場規
模に与える影響を回帰分析によって調べ、
次の四点を見出した。第一に、主に産業の
違いと後背地の人口規模によって工場規模
が説明される。第二に、都市部に標本を限
れば、周辺工場数が増加すると、工場規模
が縮小する。第三に、後背地の人口規模が
増えると、工場規模が拡大し、この効果は
都市部で大きい。第四に、古くから都市化
トレンドのある地域は、そうではない地域
に比べて周辺工場数が増えると工場規模が
いっそう縮小すると共に、後背地人口規模
が増えると工場規模がいっそう拡大する。
結論として、工場規模を第一に規定するの
は産業の違いであるものの、工場が多数集
積することが工場規模を縮小させる「集積
の経済」は、都市部において成立している
と言える。また大消費地への近接性が工場
規模をいっそう拡大させる「規模の経済」
も成立していると言える。 
以上、刊行、未刊行の成果あわせて六篇

の論文が執筆され、タイを中心に 1900 年代
の日本も補助的に考察対象として発展途上
経済における労働市場構造について理解を
深めてきた。そこで明らかにされたジョブ･
サーチ行動とその裏側にある労働需要･企
業訓練構造は、ある仮定の下で他の発展途
上経済にも適用可能であることも明らかに
された。 
今後の主たる課題として、二点ある。第

一に都市労働市場がどのように形成される
か、そして第二に、非市場的取引から市場
取引に移行するタイミングと都市労働市場
の規模がどのように関係づけられているか、
以上二点を解明することである。 
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